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６．協働で拓くまちづくり 
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  ◆◆協協１１  ままちちをを支支ええるる市市民民ののたためめにに  

分野全体の目的 

 

 まちに暮らし、まちを支える市民が自分た

ちのまちを創っていくという市民主体のま

ちづくりを進めるために、地域における良好

なコミュニティづくりが求められています。

人と人とのつながりを深めるため、活動の支

援や活動の場の充実を図ります。さらに、市

内での交流にとどまらず姉妹都市・友好都市

との交流、世代間交流などふれあいの機会を

創出していきます。 
また、まちづくりの推進に向けては市民活

動団体・ＮＰＯとの協働が重要になってきま

した。市民の参加を推進するとともに、行政

と市民活動団体・ＮＰＯや各種団体との連携

のしくみを構築していきます。 

分野全体を取り巻く状況 

 

市民の価値観・ニーズの多様化や、地方分権

の進展等、地域を取り巻く環境が変化する中、

地域課題も複雑化しています。 

こうした中、行政だけでなく市民自らも地域

のことを考えるとともに、市民活動団体・ＮＰ

Ｏ、企業、大学、行政などの地域の多様な主体

が相互の協働により、まちづくりに取り組む必

要があります。 

西東京市では、これまで地域コミュニティ形

成のための事業に取り組むとともに、市民まつ

りへの支援やボランティアセンターとの連携

を行うなど、市民主体のまちづくりを進めてき

ました。 

また、協働によるまちづくりに向けては、各

分野での共同事業の実施やＮＰＯ等企画提案

事業の実施に取り組むとともに、「市民活動団

体との協働の基本方針」のもと、（仮称）協働

推進センターを開設するなど、市民活動団体・

ＮＰＯとの協働のまちづくりのための基盤整

備に取り組んできました。 

引き続き、市民自らによるまちづくりに対す

る支援や、市民活動団体・ＮＰＯ・企業・大学・

行政などが協働するしくみづくりを進めてい

く必要があります。 

用語解説 

・市民活動団体との協働の基本方針：この基本方針における「協働」とは、市民活動団体と市

とが「①相互に対等な関係のもと、②互いの特性や立場を十分理解し、認め合いながら、③共

通する課題の解決や目標の実現に向けて協力すること」をいいます。 

協働にあたっての 5つの基本方針 

（1）協働を推進する体制の構築 

（2）協働しやすい環境の整備 

（3）協働で実施する事業の検討・拡充 

（4）相互理解の促進 

（5）協働事業の評価システムの構築 
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 図表 6-1 協 1 まちを支える市民のために～全体構成～ 

協 1-1 
市民主体の 
まちづくりの
推進 

協 1-1-1 
コミュニティ活動を 
支援します 

協 1-2 
協働のまちづ
くりの推進 

協 1-2-1 
市民参加を機軸とした 
まちづくりを進めます 

【施策】 【主要事業】 【事業群】 

・小地域での総合的地域ケアシス 
テムの整備 
・（仮称）コミュニティ検討委員会
の設置に向けた調査・研究 

 
・西東京ボランティア・市民活動 
センター事業への支援 

 ・西東京市民会館のあり方につい
て検討 

・世代間交流事業の実施 

・市民まつり実行委員会への支援 

 ・市民参加条例の運用 
・（仮称）協働推進センターの 

 運営 

・（仮称）地域情報ステーション 

の活用 

 
 

協 1-1-2 
コミュニティ活動を支える
場・機会・情報の提供を 
進めます 

協 1-1-3 
ボランティア活動を 
推進します 

協 1-2-2 
協働のしくみづくりを 
進めます 

・ＮＰＯ育成・支援 
・市民活動団体の活性化に向けた 
支援 

・大学との連携 
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  ◆◆協協 11--11    

施策全体の課題 
 

社会環境の変化や市民活動への市民意識

の高まりに応じて、コミュニティ活動・市

民活動への支援を充実させることが必要で

す。 
運営面での支援やコミュニティ施設の改

修をはじめ、地域交流活動事業の実施など

により、コミュニティ活動・市民活動のた

めの場・機会・情報の提供を進めることが

重要です。 
また、市民活動などを促進するため世代

間交流を促進し、まちづくりに積極的に参

加できる環境をつくることが重要です。 

施策を取り巻く現状 
 

 本市では、コミュニティ活動・市民活動が活

発に行われています。これまでも、コミュニテ

ィ施設の改修や公共施設予約サービスの導入

など、コミュニティ活動・市民活動を行いやす

い環境づくりに取り組んできました。 

 平成 20 年度には、生涯学習推進計画を策定

し、コミュニティ活動・市民活動と連携した市

民主体のまちづくりを推進しています。 

 しかし近年、人口増加などにより地域を取り

巻く環境は大きく変化しています。場・機会・

情報の提供の要望など、コミュニティ活動・市

民活動への市民の意識が高まっています。ま

た、地域間交流の積極的な推進の必要性の指摘

もあります。 

 今後は、社会環境の変化に応じて、市民活動

を促進するための環境づくりをさらに充実さ

せることが求められます。特に、今後も増加す

る高齢者世代がまちづくりに参加できるしく

みづくりが重要です。 

 また、市民活動の中心となる地域組織につい

ての調査を行い、適切な支援を行っていくこと

が必要です。 

  

施策実施へ向けたキーワード 
・地域コミュニティ活動、市民活動への 
支援 
・世代間交流の促進 
・コミュニティ施設の改修 
・地域コミュニティの実態調査 

（担当する課：             ）
生活文化課・公民館・健康年金課・企画政策課 

環境保全課・社会教育課・児童青少年課 

市民主体の 
まちづくりの推進 
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協協１１－－１１  市市民民主主体体ののままちちづづくくりりのの推推進進のの目目標標 
 
 
 
 
 
 

施施策策のの成成果果をを示示すす代代表表的的なな指指標標とと５５年年後後のの姿姿（（目目標標値値））  

代表的な指標 
19 年度 

実績値 

25 年度 

目標値 
方向 指標設定の理由、目標の根拠 

「市民主体のコミュニ
ティ活動の支援」に対す
る市民満足度 

16% 20% 

  
コミュニティ活動を支援するうえで市民の
ニーズがどこにあるかを把握して、実行委
員会が計画立案することによって、無理な
く市民参加を推進することが可能になりま
す。（市民意識調査で把握します。） 

市民まつり来場者数 95,000 人 98,000 人 
  市民交流の場としての市民まつりを活性化

させることにより、コミュニティ活動のさ
らなる推進が期待されます。 

ボランティアの登録者数 298 人 400 人 

 
ボランティアをしたい人を登録し、地域の
コミュニティー形成、及び活動の活性化が
期待されます。 

 

主主なな取取組組～～課課題題解解決決のの方方向向性性～～  

市民の視点にたった活動の場や機会を充実させ、市民が主体的にいきい

きと“まち”で暮らすための条件を整えます。 

協 1－1－1 コミュニティ活動を支援します 
・ 公民館や地区会館、集会所、児童館などを通じて生まれる、自主活動グループや子育てサー
クルなどのコミュニティ組織が活動しやすいような環境の充実を図ります。地域の人たちが
自ら住みやすいまちをつくっていく活動を支援します。 

・ 自主活動グループ、自主防災・防犯組織、子育てサークルなど、市民の主体的な地域活動や、
西東京市ならではの地域コミュニティのあり方について研究・検討していきます。 

 
協 1－1－2 コミュニティ活動を支えるため場・機会・情報の提供を進めます 
・ 市内各種コミュニティ施設については、現在ある施設を有効に活用しながら、老朽化などを
踏まえて、計画的に整備していきます。 

・ 姉妹都市である福島県南会津郡下郷町や友好都市である千葉県勝浦市・山梨県北杜市須玉町
との今後の交流のあり方について検討していきます。 

・ 高齢者と児童、核家族の子育て世代と祖父母世代との交流など、世代間の交流の機会をつく
ります。 

・ 市民交流の場である市民まつりをさらに活性化するよう支援していきます。 
 
協 1－1－3 ボランティア活動を推進します  
・ ボランティア活動に関する情報提供を行い、ボランティアをしたい人、してほしい人のマッ
チングをするなど、社会福祉協議会が運営する「ボランティア・市民活動センター」などと
連携して、ボランティア活動、市民活動の支援を行います。 

・ ボランティア活動をさまざまな側面から支援するとともに、地域の活動に子どもたちが参加
する機会を設けるなど、活動の担い手の広がりを促します。 
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  ◆◆協協 11--22  協協働働ののままちちづづくくりりのの推推進進  （担当する課：企画政策課） 

施策全体の課題 

 

協働のまちづくりを推進するためには、

市民活動団体・ＮＰＯと行政が協働するた

めの環境づくりが重要です。 

市民活動団体・ＮＰＯが環境の変化に対

応して自立した活動するために、行政がそ

の支援・育成に取り組むことが必要です。 

 例えば、指定管理者制度やＮＰＯ等企画

提案事業などを適切に運用・実施すること

によって、市民活動団体・ＮＰＯと行政の

役割分担の検討の視点から公共サービスの

あり方を見直すことが重要です。 

施策を取り巻く現状 

 

本市では平成 14 年度に市民参加条例、平成

19 年度には、「市民活動団体との協働の基本方

針」を策定するとともに、平成 20 年度に（仮

称）市民協働推進センターの設置や（仮称）「地

域情報ステーション」の運用を開始するなど、

協働のまちづくりに向けた基盤整備を進めて

きました。また、ＮＰＯ等企画提案事業を実施

するなどの先駆的な取り組みを行ってきまし

た。 

しかし、市民活動団体・ＮＰＯの設立に関す

る相談が増加する一方で、人材や資金面での充

実といった団体としての課題も見受けられま

す。また、個人・民間企業・ＮＰＯなどと市が、

それぞれの立場を自覚し、信頼関係を築くとと

もに、積極的に協力できる体制を整え、協働の

まちづくりをさらに推進していくべきという

指摘もあります。 

そのため、これまでの協働に向けた基盤整備

を基本に、市民活動団体・ＮＰＯの自立や、経

営基盤強化といった視点から、協働のあり方を

検証することが必要です。 

また、今後は地域に存在する重要な資源であ

る大学と、より一層の連携を進めることによっ

て、より魅力的なまちづくりの基盤を整備して

いきます。 

  

施策実施へ向けたキーワード 
・ ＮＰＯなどの自立に向けた育成、支援

・ 市民活動団体・ＮＰＯ・企業・大学との

連携によるまちづくり 
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協協１１－－２２  協協働働ののままちちづづくくりりのの推推進進のの目目標標  
 
 
 
 
 
 
 
 

施施策策のの成成果果をを示示すす代代表表的的なな指指標標とと５５年年後後のの姿姿（（目目標標値値））  

代表的な指標 
19 年度

実績値 

25 年度 

目標値 
方向 指標設定の理由、目標の根拠 

審議会等に選任され
た市民委員の数  83 人 100 人 

 
審議会などに市民委員の方が参加することが定着しつ

つあり、今後も参加の促進をめざします。 

NPO 等と行政が協働で
行う事業の提案件数 12 件 20 件 

 
ＮＰＯ等企画提案事業を通じた市民と行政の協働の試

みが浸透し、市民団体の社会的信用度が高まる結果を

生み、結果として相互の理解が深まります。 

企業・NPO 等と市が協
働している数 38 件 50 件 

 
市内の企業、大学、NPO などとの協働のしくみづくりを

進め、交流・連携を進めていきます。 

 
 

主主なな取取組組～～課課題題解解決決のの方方向向性性～～  
 
 
 

責任を持って主体的にまちづくりに参画する市民や団体と行政が、お互

いに理解を深め、それぞれの長所を活かしながら力を出し合い、協働で

まちづくりをすすめることをめざします。 

協 1－2－1 市民参加を基軸としたまちづくりを進めます 
・ 「西東京市市民参加条例」に基づき、市民意見を政策形成過程において取り入れていくため、
審議会などへの市民公募枠の確保や市民意見提出手続制度（パブリックコメント）、市民説明
会、市民ワークショップなどを実施していきます。 

・ 市民の豊かな発想や多様な活動を街づくりに活かしていくことをめざして、（仮称）協働推進
センターや（仮称）地域情報ステーションの運営を行います。 

 
協 1－2－2 協働のしくみづくりを進めます 
・ 地域課題の解決や、多様化する市民ニーズへの対応には行政サービスだけでは限界がありま
す。個人・民間企業・ＮＰＯなどと市が、それぞれの立場を自覚し、信頼関係を築くとともに、
積極的に協力しあう体制を整え、協働のまちづくりをさらに推進していきます。 

・ 武蔵野大学とは、相互協力に関する協定に基づき、引き続き人事交流や人材育成、生涯学習の
推進に取組んでいきます。さらに、早稲田大学、東京大学などとの連携のしくみづくりについ
ても取り組みます。 

・ 市民活動団体と行政との相互理解を深めるため、協働の基本方針・マニュアルの職員への周
知・徹底を図り、協働の必要性や具体的な進め方についてなど、職員研修を充実させます。 
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  ◆◆協協２２  持持続続発発展展すするるままちちででああるるたためめにに  

分野全体の目的 

 

市民（団体）と市が協働でまちづくりを進

めていくために、情報の共有化を図るととも

に市政運営の透明性を高めていく必要があ

ります。開かれた市政を進めるため、情報公

開や情報提供を一層充実するとともに、市民

の意見や提言などについての受信体制を強

化し、双方向の情報提供のしくみを整えてい

きます。 
近年の情報処理･通信技術の目覚しい進歩

により、あらゆる場面で情報化が進展し、イ

ンターネットを主流とした情報伝達基盤の

構築が進んでいます。市では地域情報化を計

画的に推進しているところですが、情報格差

の解消やセキュリティの確保にも配慮した

取り組みが必要です。 
また、新たな行政需要や地方分権への対

応、公共サービスの主体が多様化する中での

行政運営のあり方、国・地方を取り巻く厳し

い財政環境への対応など、今後とも計画的な

行財政改革を推進していく必要があります。

さらに、わかりやすい行政評価制度の確立

や、行政サービス体制の見直しを進めていく

とともに、広域行政の取り組みや 2つに分か
れている市役所庁舎に代表される公共施設

の適正配置、有効活用に取り組むなど、効率

的な行政運営を進め、持続発展するまちを実

現します。 

分野全体を取り巻く状況 

 

 三位一体の改革以後、地方財政を取り巻く

状況は厳しさを増しています。また、合併後

10 年を経過する平成 23 年度以降は、これま

で活用してきた合併特例債の借入も終了し、

さらに、地方交付税の合併算定替えによる特

例措置も縮減されていきます。こうした状況

のもと、まちづくりの新たなるステップへの

移行に向けて、強固な財政基盤を確立してい

くことが極めて重要です。そのためには、情

報通信技術の活用や、市民に開かれた市政の

推進と一体となった行財政改革を進めていく

必要があります。 

 西東京市では、これまで、市報紙面やホー

ムページをリニューアルするなど、情報提供

の充実に努めてきました。また、西東京市地

域情報化基本計画に基づき、公共施設予約シ

ステムの導入や、学校教育における情報化な

どに取り組んできました。 

さらに、地域経営戦略プランの策定と事務

事業評価制度の導入を中心に行財政改革を進

めるとともに、田無・保谷庁舎の整備、市民

窓口におけるワンストップサービスの導入な

ど、身近な市民サービスの向上にも努めてき

ました。 

 引き続き、社会環境の変化に対応した、健

全な自治体経営に向けた取り組みを進めてい

くことが必要です。 



 

- 145 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 6-2 協 2 持続発展するまちであるために～全体構成～ 

協 2-1 
開かれた市政
の推進 

協 2-1-1 
広報広聴の充実に努めます 

協 2-2 
地域情報化の
推進 

協 2-3 
健全な自治体
経営の推進 

協 2-3-1 
行財政改革を推進します 

【施策】 【主要事業】 【事業群】 

・ホームページの充実 
・ICT を活用した市民参加手法の 
充実 

 ・福祉情報総合ネットワークの構築 
・災害情報提供システムの構築に 
ついて検討 
・環境情報の提供及び環境学習の 
推進 

・教育情報センター機能の充実 
・小中学校の教育用コンピュータの 
整備 
・不登校児童・生徒への対応の充実 
・生涯学習情報提供システムの整備、
活用 
・図書館管理システムの拡充と情報 
サービスの充実 

・ICT を活用した市民参加手法の充実 
・ハローワークと連携した就労情報の
提供 
・（仮称）地域情報ステーションの 
活用 

 ・出前講座の実施 
・情報公開の推進 

 

 ・住民票等自動交付機の設置 
・地方税電子申告システムの構築に 
ついて検討 

・ホームページの充実 
・行政関連情報の運営管理 

 ・行政評価制度の実施 

協 2-1-2 
積極的な情報公開を進めます 

協 2-2-1 
いつでもどこでもだれでも
利用できる暮らしの情報化
を進めます 

協 2-3-2 
行政評価を実施します 

協 2-3-3 
行政サービス体制の改善を
進めます 

 
・総合窓口・ワンストップサービス 
の実施 

協 2-3-4 
市民が利用しやすい庁舎づ
くりに努めます 

協 2-3-5 
分権時代にふさわしい職員
づくりに努めます 

協 2-2-2 
行政手続きなどの電子化を
進めます 

・新たな行財政改革大綱の策定及

び推進 

 ・人材育成基本方針に基づく人材 
育成の推進 

 ・田無庁舎整備事業 
・保谷庁舎・敷地整備事業 
・庁舎機能の整理統合についての 
 検討 

協 2-3-6 
広域行政の推進を図ります 

 ・多摩北部都市広域行政圏協議会 
での調査・研究 
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  ◆◆協協 22--11  開開かかれれたた市市政政のの推推進進  

施策全体の課題 

 

 市政情報に対するニーズの高まりに対応

するために、今後も多様な情報媒体を活用

して市政情報の発信に取り組んでいくこと

が必要です。 
特に広報紙については、全世帯に行き届

く媒体として、政策・施策が決まったあと

にただ伝えるのではなく、政策・施策の形

成過程の公開、さらに政策・施策への市民

参加を呼びかけるなどの政策広報への転換

が必要です。 
また、情報公開については、市民の市政

情報に対するニーズに的確に応えるため、

公文書の保存及び管理のしくみを整備し、

行政資料の提供を充実させていく必要があ

ります。 

施策を取り巻く現状 

 

市民に開かれた市政の実現は、市民の市政へ

の理解を深め、協働のまちづくりを進める上で

も重要です。 

西東京市では、広報紙、ホームページ、コミ

ュニティラジオ、ＣＡＴＶなどの情報媒体を活

用し市政の情報提供に取り組んでいます。 

また、文書管理システムを活用し、情報公開

にも積極的に取り組んでいます。 

現在、ホームページへのアクセス数は増加傾

向にあります。情報公開についても、公文書検

索システムを利用した市民からの公文書開示

請求など、情報通信技術を用いた情報提供を進

めています。 

今後も市政情報に対するニーズは高まって

いくことが予想されます。人口の流出入により

新しい市民も増加しており、そうした人々に対

して市政への理解を深めてもらうためにも、市

政の透明性を高める取り組みを進めていきま

す。 

施策実施へ向けたキーワード 

・「広報西東京」の充実 
・情報公開のための体制の整備 

（担当する課：企画政策課・秘書広報課 

総務法規課）
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図表 6-3 市ホームページへのアクセス数の推移 

710.9 
(254.8) 
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協協２２－－１１  開開かかれれたた市市政政のの推推進進のの目目標標  
 
 
 
 
 
 
 
 

施施策策のの成成果果をを示示すす代代表表的的なな指指標標とと５５年年後後のの姿姿（（目目標標値値））  

代表的な指標 
19 年度

実績値 

25 年度 

目標値 
方向 指標設定の理由、目標の根拠 

市ホームページへの

アクセス数 

710,938

回 

1,000,000

回 

 ホームページ環境を改善することで利用者が拡大し、

市政の情報を市民がより多く把握できることにつながり

ます。 

 
 

主主なな取取組組～～課課題題解解決決のの方方向向性性～～  
 
 
 
 

市民が情報を得やすいしくみを整えるとともに、情報管理に関する職員

の知識･運用の向上を図り、市民と市との双方向の情報交流や市政への

市民参加を推進するための積極的な情報公開をめざします。 

協 2－1－1 広報広聴の充実に努めます 

・ 市民が情報を得やすい環境の整備として、「広報西東京」、ホームページ、コミュニティ放送

局、CATVを通して市民への情報提供を充実させます。 
・ 高齢者や障害者など、すべての市民が情報を得ることができるよう情報発信に取り組みます。

・ 市民の意見を聴く手段として、ホームページなどのインターネットの活用を図るとともに、

モニターや懇談会の設置など、積極的な市民の声の把握に努め、市民と市との双方向の情報

交流ができるしくみを実現していきます。 
 
協 2－1－2 積極的な情報公開を進めます 

・ 公文書の保存及び管理のしくみを整備するとともに、公文書の開示や行政資料の提供を行う

など、市民への積極的な情報公開を推進します。 

・ 情報公開手続の電子化について一層の市民周知を図り、インターネットによる情報提供を充

実させます。 

・ 情報提供の手段として「出前講座」を引き続き実施します。 

・ 積極的な情報公開を推進し、市政の透明化、市民との市政情報の共有化をめざします。 
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ｚ

  ◆◆協協 22--22  地地域域情情報報化化のの推推進進  

施策全体の課題 

 

市民参加の促進や地域社会の高齢化に対

応した人にやさしい情報化のしくみづくり

が必要です。 
 システム最適化の視点を踏まえて、電子

申請システムや地方税電子申告システムな

ど、行政サービスの電子化を推進する必要

があります。 

施策を取り巻く現状 

 

近年の情報通信技術の発達は目覚しく、総務

省によればインターネットの世帯普及率は約

87％以上となるなど、情報化社会は現実のもの

となりつつあります。 

こうした情報化の進展にあわせて国でも平

成 18 年から「IT 新改革戦略」が始まっていま

す。 

西東京市では、地域情報化基本計画に基づき

市ホームページの充実や公共施設予約システ

ムの導入、学校教育における情報化などに取り

組んできました。また、電子政府に向けた国全

体の取組を受けて、総合行政ネットワークの構

築にも取り組みました。さらに、インターネッ

トを活用した市民参加・市民によるまちづくり

を推進してきました。 

一方で、情報化にはばく大な投資や維持管理

経費が必要であり、費用対効果や効率的な運用

の観点から、市の情報システム全体の最適化を

図ることも重要です。 

今後も情報通信技術の発達と普及が続くこ

とが予想されますが、現在、進めているシステ

ム最適化の視点を踏まえて、行政サービスの電

子化などに取り組んでいくことが求められま

す。 

施策実施へ向けたキーワード 

・ 市民同士のコミュニケーション強化 

・ 市民参加の促進 

・ 地域経済活性化 

・ 市ホームページの利用しやすさの向上 

・ 高齢者や障害者にとっても使いやすい

情報システムの構築 

・ 行政サービス電子化の継続・最適化 
 

（担当する課：情報推進課）

用語解説 
・「IT新改革戦略」： 政府のIT戦略本部が平成18年1月に発表したIT戦略です。「IT新改革戦略」

は、わが国の最初のIT戦略である「e-Japan戦略」と「e-Japan戦略II」に続く戦略で、平成22年

度までのIT政策の方向性を展望しています。 

 平成13年に発表したe-Japan戦略で「5年以内に世界最先端のIT国家になる」という目標を掲げ、

その達成に向けたIT基盤の整備を進めてきました。さらに平成15年にはe-Japan戦略IIを発表し、

「元気・安心・感動・便利」社会を実現するための利用者視点でのITの利活用促進に重点的に取

り組んできました。IT新改革戦略では、これまでの成果や課題を踏まえ、今後はITの利活用で世

界を先導するとともに、少子高齢化や環境問題、安全・安心の確保などのわが国が直面するさま

ざまな社会的課題に対し、ITによる構造改革を推進して対応しようとしています。 
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協協２２－－２２  地地域域情情報報化化のの推推進進のの目目標標 
 
 
 
 
 
 
 

施施策策のの成成果果をを示示すす代代表表的的なな指指標標とと５５年年後後のの姿姿（（目目標標値値））  

代表的な指標 
19 年度

実績値 

25 年度 

目標値 
方向 指標設定の理由、目標の根拠 

 
「電子申請等の地域
情報化対応」に対する
市民満足度 

23.3% 30% 

 
行政サービスの電子化によって、市民は得たい情報を

容易に手にする機会が広がります。（市民意識調査で

把握します。） 

自動交付機による交

付件数 

72,547

件 

118.000

件 

 
利便性の向上と市民の行政への信頼度の上昇につな

がるとともに、窓口の行政サービスが効率化されます。 

 

主主なな取取組組～～課課題題解解決決のの方方向向性性～～  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

人と人とが出会い･対話する豊かな情報交流が生み出す、新しいかたち

のコミュニケーション社会の創出をめざします。 

協 2－2－1 いつでもどこでもだれでも利用できる暮らしの情報化を進めます 

・ 地域情報化基本計画に基づき、こころの交流を大切にした地域情報化を推進します。 
・ 安全に暮らすことのできる防災・防犯・交通・環境の情報、安心して暮らすことのできる医

療・福祉の情報などを、だれでも簡単に得ることができるしくみづくりを進めます。 
・ 市民同士のコミュニケーションや市民と行政のコミュニケーションを活性化し、人と人との

つながりを大切に育てるとともに、市民のアイデア、ノウハウ、知恵をまちづくりに活かせ

る情報化を進めます。 
・ 地域経済が活性化し、にぎわいと活気があふれるまちとなるよう、特産品・新商品・各種イ

ベント・求人・リサイクルなどのあらゆる情報を提供できるしくみを、市民・事業者・行政

の協働により検討します。 
 
協 2－2－2 行政手続などの電子化を進めます 

・ 時間や場所に制約されない行政サービスを提供するための電子市役所化を推進します。 

・ 各種の申請や手続きなどがインターネットでできるしくみについて、東京都、区市町村と連

携しながら、さらに取組を進めます。 
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施策全体の課題 
 

健全な自治体経営のためには、行財政改革

の推進、行政評価の効果的な運用によって行

政のスリム化と公共サービスの最適化に取

り組むことが必要です。 
行政評価については、事務事業評価から施

策評価を中心とした制度に再構築し、行財政

改革の理念に基づく限られた資源の効果的

な配分に資する制度とする必要があります。

また、庁舎などの、公共施設についても、

施設配置の現状や更新時期を踏まえ適正な

配置と有効活用を図ることが必要です。 
そうした観点を踏まえて、平成 22 年度以

降の次期行財政改革大綱を策定することが

必要です。 

施策を取り巻く現状 
 

実質公債費比率や将来負担比率など、4 つの

財政健全化判断比率の公表とそれらの算定結

果に応じた財政の早期健全化と再生を義務付

けた財政健全化法が施行されました。また、資

産・債務改革の推進が図られることを目的の一

つとした公会計制度改革など、今、地方自治体

の財政健全化が強く求められています。 

その一方、近年の人口増加や少子高齢化、行

政需要の多様化・複雑化などに対しても、限ら

れた財源のなかで、的確に対応していかなけれ

ばなりません。 

 こうした中、西東京市では、平成 18 年度か

らは事務事業評価による行政評価を本格運用

しています。平成 19 年度には、地域経営戦略

プランを見直すなど、自治体経営の健全化と行

政サービスの向上に取り組んでいます。さら

に、窓口サービスについても、保谷庁舎に総合

窓口を設置するなど、ワンストップ化の取組を

進めています。 

 今後も社会や都市構造の変化に対して柔軟

に対応し安定的な行政サービスを維持するた

めには、健全な自治体経営が不可欠です。 

これに対応して持続発展するまちづくりを

行うために、行財政改革を推進するしくみ全般

について、再構築を図りながら推進していくこ

とが必要です。 

施策実施へ向けたキーワード 

・次期行財政改革大綱の策定・推進 
・公共施設の適正配置・有効活用 
・行政評価制度の再構築 
・ワンストップサービスの充実 

  ◆◆協協 22--33  健健全全なな自自治治体体経経営営のの推推進進  
（担当する課：企画政策課・秘書広報課 
   財政課・市民課・管財課・職員課） 
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協協２２－－３３  健健全全なな自自治治体体経経営営のの推推進進のの目目標標  

 
 
 
 
 
 
 

施施策策のの成成果果をを示示すす代代表表的的なな指指標標とと５５年年後後のの姿姿（（目目標標値値））  

 
 
 
 
 
 
 

代表的な指標 
19 年度 

実績値 

25 年度 

目標値 
方向 指標設定の理由、目標の根拠 

「市政のスリム化と
財政基盤の強化」の
市民満足度 

9.8% 20% 

  
大綱を策定することにより、目的をもって計

画的に行財政改革を進めることが可能に

なります。（市民意識調査で把握します。） 

「市の窓口・電話で
の職員の対応」に対
する市民満足度 

46% 50% 

  量的な削減と並んで必要とされている職

員の意識改革・質的向上が達成されること

により、行政の効率的運営につながりま

す。（市民意識調査で把握します。） 

コスト意識・マネジメント意識をもった行政運営を行うとともに、市民との

連携による運営及び市民に便利でわかりやすいサービスの提供をめざしま

す。 
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主主なな取取組組～～課課題題解解決決のの方方向向性性～～  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

協 2－3－1 行財政改革を推進します 

・ これまでの行財政改革の取組を踏まえ、新たな「西東京市行財政改革大綱」を策定すると

ともに、健全で安定した行財政運営への取り組みや、適正な執行体制・人事体制の確立な

どを進め、行財政の効率化やサービスの向上をめざします。 

協 2－3－2 行政評価を実施します 

・ 後期基本計画にあわせて、これまでの事務事業から施策を対象とする行政評価の取組を進

めます。 

協 2－3－3 行政サービス体制の改善を進めます 
・ 市民のさまざまなニーズやライフスタイルに対応できるよう、多様なサービスの提供や窓

口の改善など、市民から見てわかりやすく利便性が高いサービス体制の確立をめざします。

・ 行政サービスの質の確保と責任の所在に留意しながら、民間企業やＮＰＯへの事業委託な

ど、市民との協働による行政運営を行います。 
協 2－3－4 市民が利用しやすい庁舎づくりに努めます 

・ 市民サービスの向上を図るため、田無・保谷庁舎を有効に活用します。 
・ 市民の利便性と事務執行の効率性などに留意した際の 2庁舎体制の課題・問題点の調査を
踏まえて、庁舎機能の整理統合についての検討を進めます。 

・ 公共施設の現状を踏まえた上で、その適正配置、有効活用の取組を進めます。 
協 2－3－5 分権時代にふさわしい職員づくりに努めます 

・ 人材育成基本方針に基づき、社会情勢や市民ニーズに柔軟に対応できる人材の育成を図り

ます。 
・ 各種研修への積極的な参加や OJT（職場内研修）の促進に努めます。 

協 2－3－6 広域行政の推進をはかります 

・ 広域的に取り組むことで、より高い効果が得られるような政策・施策について、一部事務
組合や広域行政圏協議会による事業を進めていきます。 

・ 幹線道路、河川、ごみ処理など、広域的に対応すべき課題については、国・東京都及び関
連自治体との連携を強化していきます。 


